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　（市債の補正）

　　　提　案　理　由

　人件費及び二ツ橋北部第１期地区事業費等を補正したいので提案する。

市第153号議案

　　　令和２年度横浜市市街地開発事業費会計補正予算（第１号）

令和２年度横浜市の市街地開発事業費会計補正予算（第１号）は、次

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 504,482 千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 9,960,596 千円とする。

第２条　市債の変更は、「第２表　市債補正」による。

　　　令和３年２月10日提出

横 浜 市 長　　　林　　　文   子

　することができる経費は、「第３表　繰越明許費」による。

　（繰越明許費）

第３条 地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用
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第１表　歳入歳出予算補正

  　歳  　　入

補 正 前 の 額 計

11 国国 庫庫 支支 出出 金金 22,,221122,,660000 330077,,221133 22,,551199,,881133

1 国 庫 補 助 金 2,212,600 307,213 2,519,813

33 繰繰 入入 金金 33,,664422,,666699 △△ 224488,,773311 33,,339933,,993388

1 一般会計繰入金 3,624,963 △ 248,731 3,376,232

66 市市 債債 33,,115522,,000000 444466,,000000 33,,559988,,000000

1 市 債 3,152,000 446,000 3,598,000

99,,445566,,111144 550044,,448822 99,,996600,,559966

款 項 補 正 額

歳歳 入入 合合 計計

千円 千円 千円
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  　歳  　　出

補 正 前 の 額 計

11
市市 街街 地地 開開 発発
事事 業業 費費

99,,445566,,111144 550044,,448822 99,,996600,,559966

1 総 務 費 692,951 2,268 695,219

2 事 業 費 7,111,434 502,214 7,613,648

99,,445566,,111144 550044,,448822 99,,996600,,559966

款 項 補 正 額

歳歳 出出 合合 計計

千円 千円 千円
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　第２表　市 債 補 正

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

二 ツ 橋 北 部
第 １ 期 地 区
事 業 費

766,000 779,000

新 綱 島 駅
周 辺 地 区
事 業 費

591,000 736,000

東 高 島 駅 北
地 区 事 業 費

95,000 124,000

大 船 駅 北
第 二 地 区
事 業 費

775,000 788,000

泉 ゆ め が 丘
地 区 事 業 費

280,000 444,000

瀬 谷 駅 南 口
第 １ 地 区
事 業 費

349,000 431,000

計計 33,,115522,,000000 33,,559988,,000000

起債の目的
補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和２会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和２会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

　第２表　市 債 補 正

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

二 ツ 橋 北 部
第 １ 期 地 区
事 業 費

766,000 779,000

新 綱 島 駅
周 辺 地 区
事 業 費

591,000 736,000

東 高 島 駅 北
地 区 事 業 費

95,000 124,000

大 船 駅 北
第 二 地 区
事 業 費

775,000 788,000

泉 ゆ め が 丘
地 区 事 業 費

280,000 444,000

瀬 谷 駅 南 口
第 １ 地 区
事 業 費

349,000 431,000

計計 33,,115522,,000000 33,,559988,,000000

起債の目的
補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和２会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和２会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。
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事　　　業　　　名 金　　　額

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費
二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道
地区第１期地区土地区画整理事業

987,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費
新綱島駅周辺地区土地区画整理事
業

235,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費 新綱島駅周辺地区関連事業 385,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費 新綱島駅前地区市街地再開発事業 223,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費
旧上瀬谷通信施設地区事業化検討
事業

205,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費 東高島駅北地区土地区画整理事業 249,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費 東高島駅北地区埋立事業 80,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費
横浜駅きた西口鶴屋地区市街地再
開発事業

428,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費
大船駅北第二地区市街地再開発事
業

1,014,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費 泉ゆめが丘地区土地区画整理事業 884,000

1
市 街 地 開 発
事 業 費

2 事 業 費
瀬谷駅南口第１地区市街地再開発
事業

789,000

55,,447799,,000000設設　　　　　　　　　　　　定定　　　　　　　　　　　　額額　　　　　　　　　　　　合合　　　　　　　　　　　　計計

  第３表　繰越明許費

款 項

千円






